
　横浜市の調査では、2012年の引
きこもり状態にある市内人数を
8,000人と推計しています。
　白井議員は、引きこもりなどの
困難を抱える若者への支援につい
て議会でたびたび取り上げてきま
した。今回のこども青少年局の審
議でもとりあげ、「支援の入り口
はどこにどんな人が住んでいるか

を把握すること」だとして、全額
国費で行っている若者支援の担い
手づくりのための地域サポートモ
デル事業を、今後市の事業として
発展することが必要だと主張しま
した。
　田中こども青少年局長は、子ど
も・若者支援協議会や地域若者連
絡会で子ども若者支援スタッフに

ついて議論していくと答えました。

市
政
へ
の
ご
意
見
・
ご
要
望
は
日
本
共
産
党
横
浜
市
会
議
員
団
へ

北谷まり議員  巨額を投じて新たなＭＩＣＥ施設整備が必要か

古谷やすひこ議員   18歳選挙権実施に伴い、大学内に期日前投票所を

白井まさ子議員  引きこもり等の若者のサポートモデル事業を発展せよ

宇佐美さやか議員  老朽水道管の更新・耐震化、ペースアップを

みわ智恵美議員  こどもの医療費無料化の年齢引き上げ、横浜でも

第３回定例議会報告
　2015年第３回定例会は、９月８日から10月21日まで開催されました。
今議会では、2014年度決算特別委員会が開催され、決算の認定も行われ
ました。
　議案関連質問には北谷まり議員、一般質問にはみわ智恵美議員が立ち、
一般議案等の反対討論は白井まさ子議員が担いました。決算特別委員会
では、総合審査は古谷やすひこ議員が行い、各局決算の審査は９人の議
員が分担して、市政のチェックを局別に行うとともに、市民要望実現に
努めました。決算認定の反対討論は、あらき由美子議員が行いました。
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　横浜駅は1日の乗降客が延べ200
万人の横浜の玄関口です。一方、
横浜駅周辺は、海に近く地盤が低
いため、地震による津波や洪水な
どの被害が心配される場所でもあ
ります。また、昭和30・40年代建
築の古いビルが大変多いこともあ
り、現在、横浜駅周辺大改造計画
「エキサイトよこはま22」が進め

られています。
　大貫議員は都市整備局の審議
で、現在建替中の西口駅ビルが、
まちづくりガイドラインの目標値
ＴＰ（東京湾の水位を基準とした高
さ）3.1ｍより低い2.6ｍの地盤で
整備されており、再開発の最初の
ビル建設としてふさわしくないと
述べました。

　都市
整備局
長は、
西口ビ
ルは3.
1 ｍ の
地盤のかさ上げは難しいため、止
水板などで浸水を防ぐ計画である
と述べました。

　来年の参院選から18歳選挙権が
実施されます。古谷議員は選挙管
理委員会の審議で、初めての選挙
に行くか行かないかはその後の投
票行動に影響するとして、大学内
に期日前投票所を設置して投票啓
発に努めるべきだと、提案しまし
た。
　選挙管理委員会事務局長は、従
事職員やスペースの確保、住民票

を横浜市に移していない学生がい
るなどの問題もあるが、大学内の
期日前投票所は若年層向けの効果
的取り組みとして投票率のアップ
や立地条件によっては一般有権者
の利用促進にもつながり、相乗効
果が期待できると答えました。
　また、古谷議員は投票に行きた
いものの、身体的な問題などで投
票所に行くのが困難な有権者の投

票権を保障するために、病院など
の施設内投票所を増設し、国に郵
便投票制度の対象拡大を要望する
よう、求めました。
　同事務局長は、工夫して周知を
図るとともに、他市と連携して国
に法改正を要望していると答えま
した。

　横浜市では、今年10月からよう
やく小学３年生まで通院医療費が
無料になりました（所得制限あ
り）。しかし、県内33自治体のう
ち15自治体が小学６年生まで医療
費が無料で、そのうち５自治体で
は所得制限なしです。中学３年生
まで所得制限なしで医療費助成を
実施している自治体は９自治体と

なりました。
　みわ議員は一般質問でこの問題
を取り上げ、「横浜で所得制限を
なくして小学６年生まで医療費助
成をするにはあと41億4000万円、
中学３年生までではあと61億円で
できる。一般会計１兆5000億円か
ら見ればわずかな金額です。優先
順位を変えればできることではな

いか」とただしました。
　林市長は、今後の小児医療費助
成の拡大には多額な予算を継続的
に必要とするため、実施の時期や
内容につい
ては、慎重
に検討した
いと答えま
した。

　横浜市は、みなとみらい21地区
のパシフィコ横浜に隣接して新し
いＭＩＣＥ施設の整備を進めてい
ます。会議場や展示場、宿泊施設
などを備えたＭＩＣＥ施設を増設
して、海外からの客を呼び込み、
横浜の経済活性化の新たな目玉と
しようとしています。
　北谷議員は文化観光局の審議
で、東京では国家戦略特区活用で

ＭＩＣＥ拠点整備計画が進められ
ており、「今後ＭＩＣＥ供給能力
は格段に拡大され、競争はますま
す激化していくことは必至」と現
状を分析。８月末の落札では国際
的に名のあるホテルはどこも手を
あげなかったことから、「マーケッ
トとして魅力がないからだ」と指
摘しました。
　そして、「一歩間違えば無駄な

ハコものになる危険性があり、そ
のツケは結局市民が払わされる」
として、市費約378億円を投じる
ＰＦＩ事業による新たな施設整備
の必要性について、ただしました。
　文化観光局長は、市会・市民に
説明しており、財政負担平準化の
ためにＰＦＩ事業としたと述べま
した。

　宇佐美議員は水道局の審議で、
老朽水道管の更新・耐震化の状況
などについて、質問しました。
　近年、地震等の自然災害が多発
していることからも、水道管の更
新・耐震化事業を着実に行うこと
は急務です。しかし、9,100キロ
ある市内水道管を今のペースで更
新工事すると、70～80年もかかり

ます。宇佐美議員は、国へ補助金
の増額を求めるとともに、一般会
計からの補填を行って、更新ペー
スを上げるべきだと主張しました。
　渡辺副市長は、国に対して必要
な補助金の増額を要望していく
が、水道事業は受益者負担によっ
て経営する公営企業であり、税金
の投入は必要に応じて慎重に検討

したい
と答え
ました。

　横浜市には斜面地が多く、昨年
10月の台風では崖地崩落で２人の
尊い命が失われました。また、開
発事業者が道路や公園などの公共
施設整備を求められない小規模な
開発を連続して行い、結果的に大
規模開発となり、緑を破壊してい
ます。さらに、基本的には住宅建
築が認められていない市街化調整

区域に違法な建物が建てられてい
ます。
　岩崎議員は建築局の審査で、建
築局の体制強化、現場により近い
区役所における体制の確立と必要
な人員確保を求めました。
　建築局長は、開発や建築行為に
関する市民からの相談や崖等の災
害時の対応や地域まちづくりなど

について、区や関係局と連携を図
りながら取り組み、市民サービス
の向上に努めると答えました。

　今年９月の台風18号では、土砂
災害警戒情報が発令されました。
南区では、17か所の崖地の住民に
避難勧告が出されましたが、その
情報を伝える広報車が１台も出さ
れませんでした。
　あらき議員は総務局の審査で、
避難勧告を周知・徹底する方法と
して、一斉に情報を伝えることが

できる防災行政無線を、崖地を含
む全市域に設置するよう検討すべ
きだと主張しました。さらに、ど
んな方法で情報発信するとしても
マンパワーが必要だとして、区役
所の職員増加を求めました。
　総務局長は、現在河川沿いに防
災無線の設置を検討しており、崖
への検討はその次と答えました。

　世界唯一の被爆国である日本で
は、原水爆禁止運動が各界各層の
国民によって取り組まれ、多くの
地方自治体が非核都市宣言をして
います。
　かわじ議員は国際局の審査で、
「本市も議会宣言で良しとしない
で、非核都市宣言を発信すべきだ」
と求めました。しかし、渡辺副市

長は、ピース・メッセンジャー都
市、平和首長会議の一員として国
際平和実現に向けた取り組みを
行っていくと答えるのみでした。
　横浜市が姉妹・友好都市やパー
トナー都市となっている上海、マ
ニラ、釜山、仁川、北京、台北、
ハノイ、バンコクは、かつての日
本の支配地また占領地です。

　かわじ議員は、「事実に基づい
た正しい歴史認識に向き合ってこ
そ、双方の信頼関係を強め、連携
も深まるものだと思う」と、局長
の見解を質しました。
　国際局長は、歴史から学ぶこと
を生かして、相互の信頼関係に基
づいて都市間交流を進めていると
答えました。

岩崎ひろし議員  危険な崖地、緑を破壊する開発に厳しい指導を

大貫憲夫議員  横浜駅周辺再開発は安全安心な基盤づくりを

あらき由美子議員  横浜市全域に防災行政無線の配置を

かわじ民夫議員  横浜市として非核都市宣言を

台風18号で崖崩れが起きた永田小学校
前の道路（南区）。ここは避難勧告の
対象となっていない地域です。

医療局では、脳卒中・神経脊髄センター
の循環バスの改善を求めました。
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